「基調報告」担保法制の整備に向けた論議の動向について by 粟田口 太郎

















おります。今 14 時 5 分、ちょっと回りましたけれども池田先生の開会ご挨
拶ということで、私は14時45分までお話をさせていただく予定です。その後、
東京センチュリーのストラクチャード・ファイナンス部付部長であられる久































































































































































































































































































































































































































































































































































































■ 決め手：世界銀行 Doing Businessランキングでの「信用供与」の低さ
（2019年10月24日版では、OECD加盟国37か国中、28位）
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３．スケジュール
■ 「事業環境改善に向けた取組について（改訂2020）」
https://www.kantei.go.jp/jp/singi/keizaisaisei/doing_business/dai
6/siryou1.pdf（首相官邸ホームページ）
「信用供与」 動産担保制度など法的権利に関する制度整備
世界銀行報告書では、動産担保に関する法的枠組みや登記制度等が評価対象となっている。こ
れまで、法務省は、法的権利に関する制度改善に向けた取組として、動産・債権を中心とした担
保法制に関する検討を行ってきた。
今後、2019年3月より開始した法制上の課題に関する検討の中間的な議論の整理を踏まえつつ、
動産担保に関する法的枠組み・登記制度の整備について、引き続き検討を行い、見直しの方向性
について2020年度中に取りまとめる。その際、更なる制度改善として、将来的な世銀の評価基準
の変更も視野にいれながら、法人を対象とした全国統一担保登記簿のデータベースの構築・運用
の必要性の有無も含めて検討するとともに、必要に応じて、評価手法の改善提案を行う。
http://www.kantei.go.jp/jp/singi/keizaisaisei/doing_business/pdf/pr2020.pdf
■ 法制審議会部会（2021年春～）
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４．担保法制全体の構成
5
動産を目的とする担保権 債権を目的とする担保権 動産及び債権以外の財産
権を目的とする担保権
 新たに非占有型の担
保制度を設ける
 動産の所有権が担保
の目的で移転又は留
保された場合に関する
規定を設ける（*）
 ［個別に登記制度を設
ける］
 権利質（債権質）に関
する規定の内容を必
要に応じて見直す
 債権が担保の目的で
譲渡された場合につ
いて、債権質に関する
規定を準用する
 ［個別に登記制度を設
ける］
 ［権利質に関する規定
を必要に応じて見直し
た上で存続させる］
＊「担保所有権」＝「担保の目的で債権者に移転又は留保された権利」
（113）
武蔵野法学第 15 号
293
５．規律のしかた
■ ２つの手法：「担保目的取引規律型」と「担保物権創設型」
■ 担保目的取引規律型
所有権（財産権）を移転する形式を採る契約のうち担保の目的でされた
ものを適用対象とする規定を設ける方法
■ 担保物権創設型
非占有型の新たな典型担保物権を創設する方法
6
６．規律の対象となる財産権
■ 動産（個別動産・集合動産）
■ 債権（個別債権・集合債権）
■ その他の財産権
 株式
 知的財産権
 その他
■ 財団？／総財産？／事業？
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７．動産譲渡担保（１）
■ 動産譲渡担保・集合動産譲渡担保について、要件・効力を明確化
（特定性、物上代位、通常の営業の範囲、後順位譲渡担保ほか）
■ 対抗要件をめぐる問題（後述）
 現行法上の動産譲渡登記と民法上の引渡しとの関係
 「登記優先ルール」類似の制度を導入すべきか
■ 実行
 私的実行（帰属清算・処分清算）
• 被担保債権の弁済期以後、帰属清算又は処分清算による実行を
する旨及び被担保債権の額を通知しなければならないとの担保
権者の義務や、その通知到達後、１週間を経過しなければ帰属
清算又は処分清算をすることができないという規定を設けるか
否か
8
８．動産譲渡担保（２）
• 帰属清算方式による担保実行の終了時期
• 処分清算方式による担保実行の終了時期
• 担保権者による評価・処分に必要な行為の受忍義務
（設定者がその債務を履行しない場合、担保所有権者は目的物の評価・処分に
必要な行為をすることができ、設定者はこれを受忍する義務を負う）
• 価格減少行為等がある場合の、実行前の保全処分（引渡命令）
の制度を設けるか否か
（担保所有権の設定者が、目的物の価格を減少する行為若しくは実行を困難を
し、又はこれらの行為をするおそれがあるときは、裁判所は、私的実行の通知
をした担保所有権者の申立てにより、担保を立てさせて又は立てさせないで、
申立人に目的物の引渡しを命ずることができる）
• 劣後担保所有権者による私的実行は、優先する全ての担保権者
の同意を得た場合に限り、私的実行可
• 「シリーズ実行」の可否
 民事執行法190条による競売の申立て
 他の債権者による強制競売又は担保権実行競売における配当要求
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９．所有権留保
■ 所有権留保の対抗要件
• 「狭義の所有権留保」（動産の所有権留保取引において、所有権の
留保が、その代金債権を担保するためにされたものであるとき）
→ 対抗要件（引渡し又は登記）不要
• 「拡大された所有権留保」（動産の所有権留保取引において、所有
権の留保が、その代金債権だけでなく、その他の債権を担保するた
めにされたものであるとき）
→ 対抗要件（引渡し又は登記）必要
• 担保権における対抗要件の本質とは何か？
• ２つの類型を上手く区別することができるか？
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10．担保権の競合（１）
■ 同一の動産上の数個の担保所有権の競合
• 「第三者対抗要件の先後」とする案
• 「引渡し＝登記」とする案
• 「登記＞引渡し」とする案
• 集合物を目的とする場合のみ「登記＞引渡し」とする案
• 「担保ファイリングの先後」とする案
■ 同一の債権上の数個の担保権の競合
• 「第三者対抗要件の先後」とする案
• 「通知・承諾＝登記」とする案
• 「登記＞通知・承諾」とする案
• 集合債権を目的とする場合のみ「登記＞通知・承諾」とする案
• 「担保ファイリングの先後」とする案
11
（116）
特集　武蔵野大学大学院法学研究科 博士課程開設記念連続フォーラム
290
11．担保権の競合（２）
■ 所有権留保と譲渡担保
• 「狭義の所有権留保」＞動産譲渡担保
• 「拡大された所有権留保」と動産譲渡担保の優劣
→ 対抗要件具備の先後
• 所有権留保取引の代金債務が支払われた場合の取扱い
■ 動産売買先取特権と譲渡担保
• 動産売買先取特権＜動産譲渡担保（民法334条・330条1項1号の動産質権と同様の扱い）
■ 動産譲渡担保に基づく物上代位と、債権譲渡担保
• 動産譲渡担保に基づく物上代位による差押えと、債権譲渡担保の第
三者対抗要件の先後とする案
• 動産譲渡担保の対抗要件と、債権譲渡担保の第三者対抗要件の先後
とする案
12
12．ファイナンスリース
■ ファイナンスリースと所有権留保の違い
■ オペレーティングリース（賃貸借＝双方未履行双務契約）との違い
■ フルペイアウトのファイナンスリースについて別除権／更生担保権とす
る規定を設けるかどうか
■ ファイナンスリースの対抗要件
■ 実行（所有権留保と類似の問題あり）
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13．債権質・債権譲渡担保
■ 対抗要件に関する問題
■ 後順位譲渡担保
■ 債権質に関する規定の見直し
■ 債権質に関する規定の、債権譲渡担保への「準用」
■ 実行
■ 普通預金担保
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14．倒産手続における取扱い（１）
■ 別除権／更生担保権としての取扱いの明文化
■ 対抗要件の要否
■ 取戻権との区別……実行終了時期の問題
■ 民事再生手続における担保権実行手続の中止命令に関する論点
• 私的実行の禁止命令制度の創設（「まず発令、審尋後回し」）
• 実行終了時期まで発令可
• 不当な損害を及ぼさないために必要な条件を付した発令も可
• その他の論点
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15．倒産手続における取扱い（２）
■ 第三者対抗要件が具備された集合動産譲渡担保・将来債権譲渡担保の設
定者について倒産手続が開始された場合に、開始後に取得された動産・
債権に担保権の効力が及ぶか
• 及ばない／及ぶ
• 費用の控除？
• 最大の難問の１つ
• 実務上は和解処理で解決
■ 倒産手続開始申立特約の効力
• 無効とする規定を設けるか否か
16
16．倒産手続における取扱い（３）
■ 否認
• 「専ら担保所有権者に債権を回収させる目的で動産又は債権を担保
の目的の範囲に加入させた場合など、悪質性の高い加入について、
担保の供与とみなして偏頗行為否認の対象とする」かどうか
• 特別の規定を設けない（「通常の営業の範囲を超える担保目的の増
加等について、現行法上の偏頗行為否認の対象として整理する」）
ものとするかどうか
■ 担保権消滅許可制度
• 破産／民事再生／会社更生
• 後順位担保の取扱い
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17．「事業成長担保権」（金融庁）
■ 「事業成長担保権」（「論点整理」26頁以下）
https://www.fsa.go.jp/singi/arikataken/rontenseiri.pdf
 法人の債務（将来発生する債務を含む。）を担保するために設定す
る担保権であって、その目的物は、動産、債権のほか、契約上の地
位、知的財産権、のれん等（将来発生するものを含む。）も含めら
れるものとするか。ただし、不動産・預金・振替証券を除くか。
 担保権の濫用防止措置（事業成長担保権者の適格要件を設けるか）
 債権と担保権の別人帰属（セキュリティ・トラスト）を認めるか
 株主総会特別決議ではなく取締役会決議で可とするか
 個人保証を許容しないものとするか
 一元的な登記・登録制度とするか、登記優先ルールをとるか
 実行方法（裁判所による管財人の選任、任意実行ほか）
 倒産手続におけるpriming lienを認めるか
 その他、論点多数
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